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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第147期

第２四半期連結
累計期間

第148期
第２四半期連結
累計期間

第147期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　９月30日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 20,472,493 20,991,775 42,461,123

経常利益 （千円） 893,012 868,572 1,874,537

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （千円） 600,444 584,229 1,271,879

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 642,511 637,693 1,345,790

純資産額 （千円） 15,171,428 16,142,565 15,714,032

総資産額 （千円） 23,000,638 23,827,684 23,697,904

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 119.58 116.35 253.31

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.0 67.7 66.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 221,499 760,706 405,068

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △886,717 △359,532 △1,314,564

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 647,381 △132,511 237,734

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 （千円） 4,622,863 4,380,089 3,972,475

 

回次
第147期

第２四半期連結
会計期間

第148期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成29年
　７月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　７月１日
至平成30年
　９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 65.16 71.77

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より連結の範囲を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連

結財務諸表　注記事項（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は238億27百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億29百万円の増

加となりました。

　資産の部では、流動資産が194億27百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億52百万円の増加となりまし

た。これは主に現金及び預金の増加３億66百万円と、たな卸資産の増加２億52百万円、及び受取手形及び売掛金の減

少５億13百万円によるものです。

　固定資産は43億99百万円となり、前連結会計年度末と比較して23百万円の減少となりました。これは主に建物の増

加２億90百万円と土地の増加１億78百万円、及び子会社株式の減少３億45百万円とその他（純額）に含まれている建

設仮勘定の減少１億１百万円によるものです。

　負債の部では、流動負債が63億16百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億72百万円の減少となりました。

これは主に未払金の減少２億９百万円によるものです。

　固定負債は13億68百万円となり、前連結会計年度末と比較して26百万円の減少となりました。

　純資産合計は161億42百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億28百万円の増加となりました。以上の結

果、自己資本比率は67.7％となりました。

 

②経営成績

　当社グループ（当社及び連結子会社）の当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高209億91百万円（前年同

期比2.5％増加）、営業利益８億81百万円（同0.6％増加）、経常利益８億68百万円（同2.7％減少）、親会社株主に

帰属する四半期純利益５億84百万円（同2.7％減少）となりました。

セグメントの経営成績は次のとおりであります。

 

（国内営業本部）

国内営業本部は、従来からの自動車の機能部品・消耗部品の販売に徹底するとともに、環境に適した新規商材の開

発・販売に努めてきました。その結果、売上高は119億64百万円となり、前年同期比3.6％の増収となりました。

 

（海外営業本部）

海外営業本部は、欧州・ロシア、中東地域は順調に推移しましたが、北米＆中南米地域での販売減と前期の特需減が

影響しました。その結果、売上高は63億65百万円となり、前年同期比3.6％の減収となりました。

 

（工機営業本部）

工機営業本部は、欧米・中国・一部アセアンの好調な建設需要と国内の設備投資増を背景に、主に大手建産農業車輌

顧客の好調な生産に支えられ、販売は概ね堅調に推移しました。その結果、売上高は26億62百万円となり、前年同期

比14.5%の増収となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下（資金）という。）は前連結会計年度末と比べ４

億７百万円増加（前年同四半期は16百万円減少）し、43億80百万円（前年同四半期末は46億22百万円）となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、増加した資金は７億60百万円（前年同四半期は２億21百万円の増加）となりました。これは主

に、税金等調整前四半期純利益の計上額８億65百万円、および売上債権の減少２億89百万円による資金増加と、法人

税等の支払額３億61百万円による資金減少があったことによるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、減少した資金は３億59百万円（前年同四半期は８億86百万円の減少）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出４億54百万円と定期預金の払戻による収入１億円によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は１億32百万円（前年同四半期は６億47百万円の増加）となりました。これは主

に、配当金の支払額１億65百万円によるものです。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

記載すべき事項はありません。

 

（6）従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

（7）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

（8）主要な設備

　当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著

しい変動はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,226,900 5,226,900
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 5,226,900 5,226,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円)

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 5,226,900 － 898,591 － 961,044
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社
東京都港区浜松町２－１１－３ 470 9.38

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社
東京都中央区晴海１－８－１１ 465 9.28

RBC IST 15 PCT NON LENDING

ACCOUNT - CLIENT ACCOUNT

（常任代理人　シティバン

ク、エヌ・エイ東京支店）

7TH FLOOR, 155 WELLINGTON STREET WEST

TORONTO, ONTARIO, CANADA, M5V3L3

（東京都新宿区新宿６－２７－３０）

254 5.08

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED

STOCK FUND (PRINCIPAL ALL

SECTOR SUBPORTFOLIO)

（常任代理人　株式会社三菱

UFJ銀行）

245　SUMMER　STREET　BOSTON，MA　02210

U.S.A.

(東京都千代田区丸の内２－７－１）

253 5.05

ＳＰＫ社員持株会 大阪市福島区福島５－５－４ 244 4.86

渡部　和子 大阪市城東区 151 3.01

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 116 2.32

スタンレー電気株式会社 東京都目黒区中目黒２－９－１３ 100 1.99

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 82 1.63

ミヤコ自動車工業株式会社 東京都港区西新橋２－１３－６ 66 1.31

計 － 2,204 43.91

（注） 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　470千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　465千株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 　205,700 － －

　完全議決権株式（その他）  普通株式 5,015,800 50,158 －

　単元未満株式  普通株式　　 5,400 － －

　発行済株式総数 5,226,900 － －

　総株式の議決権 － 50,158 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

　ＳＰＫ株式会社
大阪市福島区福島　　　

５丁目５番４号
205,700 － 205,700 3.94

計 － 205,700 － 205,700 3.94

（注）　当第２四半期末現在（平成30年９月30日現在）の自己株式数・・・205,799株

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。

 

 

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,212,604 4,579,223

受取手形及び売掛金 ※２ 8,481,652 ※２ 7,967,913

電子記録債権 ※２ 1,297,705 ※２ 1,447,113

たな卸資産 ※４ 4,362,898 ※４ 4,615,671

関係会社短期貸付金 2,156 2,062

未収入金 573,107 417,027

その他 357,709 409,384

貸倒引当金 △13,030 △10,628

流動資産合計 19,274,804 19,427,767

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 560,568 872,414

機械装置及び運搬具（純額） 79,446 72,122

土地 1,769,147 1,947,622

リース資産（純額） 32,928 27,296

その他（純額） 152,968 47,759

有形固定資産合計 2,595,059 2,967,215

無形固定資産   

ソフトウエア 16,857 21,351

リース資産 165,846 164,077

その他 39,929 33,560

無形固定資産合計 222,633 218,989

投資その他の資産   

投資有価証券 434,689 555,076

繰延税金資産 205,986 142,622

その他 974,625 526,214

貸倒引当金 △9,893 △10,200

投資その他の資産合計 1,605,407 1,213,712

固定資産合計 4,423,100 4,399,917

資産合計 23,697,904 23,827,684
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 4,124,469 ※２ 4,158,855

短期借入金 574,430 600,653

1年内返済予定の長期借入金 369,738 389,268

未払法人税等 348,756 241,368

賞与引当金 226,620 206,047

その他 944,474 720,265

流動負債合計 6,588,489 6,316,459

固定負債   

長期借入金 754,698 743,664

退職給付に係る負債 387,245 365,567

長期預り保証金 74,277 77,387

長期未払金 21,467 32,651

その他 157,694 149,389

固定負債合計 1,395,382 1,368,659

負債合計 7,983,872 7,685,118

純資産の部   

株主資本   

資本金 898,591 898,591

資本剰余金 961,044 961,044

利益剰余金 14,087,763 14,465,305

自己株式 △435,339 △435,362

株主資本合計 15,512,059 15,889,577

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 151,520 235,796

繰延ヘッジ損益 △1,101 494

為替換算調整勘定 51,552 16,696

その他の包括利益累計額合計 201,972 252,987

純資産合計 15,714,032 16,142,565

負債純資産合計 23,697,904 23,827,684
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 20,472,493 20,991,775

売上原価 17,266,016 17,584,436

売上総利益 3,206,476 3,407,338

販売費及び一般管理費 ※ 2,329,730 ※ 2,525,740

営業利益 876,746 881,598

営業外収益   

受取利息 249 292

受取配当金 3,198 3,511

仕入割引 61,240 61,580

為替差益 10,734 －

その他 13,175 20,672

営業外収益合計 88,599 86,056

営業外費用   

支払利息 2,523 2,850

売上割引 67,860 71,953

為替差損 － 22,536

その他 1,949 1,741

営業外費用合計 72,333 99,082

経常利益 893,012 868,572

特別利益   

固定資産売却益 116 1,066

特別利益合計 116 1,066

特別損失   

事務所移転費用 － 3,645

固定資産除売却損 0 －

特別損失合計 0 3,645

税金等調整前四半期純利益 893,129 865,994

法人税、住民税及び事業税 305,970 254,626

法人税等調整額 △13,285 27,138

法人税等合計 292,684 281,764

四半期純利益 600,444 584,229

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 600,444 584,229

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 600,444 584,229

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 39,248 84,275

繰延ヘッジ損益 △1,034 1,596

為替換算調整勘定 3,853 △32,408

その他の包括利益合計 42,067 53,463

四半期包括利益 642,511 637,693

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 642,511 637,693

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 893,129 865,994

減価償却費 68,874 76,007

長期前払費用償却額 1,590 1,132

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,771 △2,095

賞与引当金の増減額（△は減少） 55,836 △20,572

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13,961 △21,677

受取利息及び受取配当金 △3,447 △3,804

支払利息 2,523 2,850

為替差損益（△は益） △596 △4,625

有形固定資産売却益 △116 △1,066

有形固定資産除売却損 0 －

売上債権の増減額（△は増加） △296,982 289,892

たな卸資産の増減額（△は増加） △548,220 46,689

仕入債務の増減額（△は減少） 307,375 33,843

未収消費税等の増減額（△は増加） △68,290 △50,548

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,936 △9,992

その他 129,581 △80,742

小計 522,460 1,121,283

利息及び配当金の受取額 3,316 3,699

利息の支払額 △2,531 △2,850

法人税等の支払額 △301,745 △361,426

営業活動によるキャッシュ・フロー 221,499 760,706

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △9,000 △59,000

定期預金の払戻による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △558,509 △454,416

有形固定資産の売却による収入 500 51,852

無形固定資産の取得による支出 △12,298 －

投資有価証券の取得による支出 △5,233 －

子会社株式の取得による支出 △315,310 －

貸付金の回収による収入 28,527 1,188

その他 △15,393 843

投資活動によるキャッシュ・フロー △886,717 △359,532

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 137,809 56,287

リース債務の返済による支出 △28,040 △31,575

長期借入れによる収入 800,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △101,712 △191,504

配当金の支払額 △160,675 △165,696

自己株式の取得による支出 － △23

財務活動によるキャッシュ・フロー 647,381 △132,511

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,163 △6,317

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,672 262,344

現金及び現金同等物の期首残高 4,639,536 3,972,475

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 145,269

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,622,863 ※ 4,380,089
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　NIPPON TRANS PACIFIC CORP.及びＳＰＫビークルパーツ CORP.は、連結財務諸表に及ぼす影響の重要性が増

したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 451,946千円 276,236千円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形及び電

子記録債権の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成30年９月30日）

受取手形 384,280千円 319,558千円

電子記録債権

支払手形

41,830

162,329

45,372

186,956

 

　３．保証債務

　次の関係会社について取引先からの仕入債務等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成30年３月31日）

 
 

当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

SPKヨーロッパB.V.

（仕入債務）

29,338千円

（ＥＵＲ222千)

 

 

SPKヨーロッパB.V.

（仕入債務）

19,434千円

（ＥＵＲ145千）

NIPPON TRANS PACIFIC

CORP.

11,796千円

（ＵＳＤ110千)

 

 

  

計 41,135千円  計 19,434千円
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※４．たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

商品及び製品 4,282,489千円 4,523,102千円

仕掛品 19,607 15,171

原材料及び貯蔵品 60,801 77,397

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

　前第２四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年９月30日）

給与手当 796,274千円 892,390千円

荷造運搬費 324,314 362,605

賞与引当金繰入額 223,405 189,228

減価償却費 50,517 56,949

退職給付費用 30,904 43,867

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

　次のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日

　至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 4,703,988千円 4,579,223千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △81,125 △199,133

現金及び現金同等物 4,622,863 4,380,089

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年4月26日

取締役会
普通株式 160,675 32 平成29年３月31日 平成29年５月30日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月24日

取締役会
普通株式 160,675 32 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年4月26日

取締役会
普通株式 165,696 33 平成30年３月31日 平成30年５月31日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月25日

取締役会
普通株式 165,696 33 平成30年９月30日 平成30年12月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 合計

売上高     

外部顧客への売上高 11,542,975 6,605,081 2,324,435 20,472,493

セグメント間の内部売上高又は

振替高
35,700 29,920 － 65,621

計 11,578,676 6,635,002 2,324,435 20,538,114

セグメント利益 527,694 130,399 122,719 780,812

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

　報告セグメント計

　一般管理費の調整額（1）

　全社営業外収益（2）

　営業外費用の調整額（3）

780,812

23,609

70,535

18,055

　四半期連結損益計算書の経常利益 893,012

（1）、（3）は各営業本部が負担する一般管理費及び営業外費用の配賦差異であります。

（2）は主に報告セグメントに帰属しない管理部門の営業外収益であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 合計

売上高     

外部顧客への売上高 11,964,216 6,365,204 2,662,354 20,991,775

セグメント間の内部売上高又は

振替高
77,328 53,110 － 130,438

計 12,041,544 6,418,315 2,662,354 21,122,214

セグメント利益 499,521 76,130 163,822 739,474

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

　報告セグメント計

　一般管理費の調整額（1）

　全社営業外収益（2）

　営業外費用の調整額（3）

739,474

46,477

60,044

22,576

　四半期連結損益計算書の経常利益 868,572

（1）、（3）は各営業本部が負担する一般管理費及び営業外費用の配賦差異であります。

（2）は主に報告セグメントに帰属しない管理部門の営業外収益であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

　　１株当たり四半期純利益 119円58銭 116円35銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 600,444 584,229

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円）
600,444 584,229

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,021 5,021

　　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成30年10月25日開催の取締役会において、第148期事業年度（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）の

中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当金の総額・・・・・・・・・・・・・165,696千円

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・33円

(ハ) 支払請求の効力発生日および支払開始日・・・平成30年12月３日

　(注) 平成30年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月９日

ＳＰＫ株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　陽子　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　雅史　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＰＫ株式会社

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成30

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＰＫ株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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